
財務省 ・ 令和 4 年度 省庁別財務書類 の 概要

■ 貸借対照表

（資　産）

現金・預金 67兆2,707億円 （△1兆1,281億円）

　…　政府預金 52兆4,157億円 （△3兆2,196億円）

有価証券 124兆9,823億円 （＋1兆9,895億円）

　…　外貨証券 124兆6,160億円 （＋1兆9,367億円）

貸付金 128兆8,308億円 （＋1兆5,954億円）

　…　地方公共団体 41兆4,087億円 （△1兆2,346億円）

 （負　債）

政府短期証券 86兆3,098億円 （△6,723億円）

　…　外国為替資金証券 86兆3,098億円 （△6,723億円）

公債 1,141兆1,479億円 （＋30兆4,452億円）

　…　建設国債 297兆4,584億円 （＋3兆7,517億円）

　…　特例国債 708兆9,226億円 （＋30兆9,217億円）

■ 業務費用計算書

支払利息 6兆3,688億円 （＋2億円）

　…　一般会計 5兆9,104億円 （＋1,138億円）

■ 貸借対照表

（資　産）

貸付金 …　国立研究開発法人への貸付金の増加 ＋4兆8,799億円

 （負　債）

公債 …　建設国債の増加 +3兆7,517億円

　  　 …　特例国債の増加 ＋30兆9,217億円

■ 業務費用計算書

資産処分損益

 …　日本電信電話(株)株式（財政投融資特別会計投資勘定）の売却益の増加 △3,489億円

■ 資産・負債差額増減計算書

本年度業務費用合計と財源合計との差額（財源不足） △33兆5,177億円

■ 区分別収支計算書

（業務収支）

　　　　　… 有価証券売却収入 ＋559兆8,440億円

　　　　　　… 有価証券の取得による支出 △551兆5,802億円

（財務収支）

          … 国庫余裕金の受入による収入 △36兆4,000億円

          … 国庫余裕金の返還による支出 ＋23兆8,000億円

　　　　　　　　　　　　　　　　

貸 借 対 照 表 及 び 業 務 費 用 計 算 書 の 主 な 科 目 の 内 訳

（カッコ内は前年度からの増減額）

主 な 増 減 内 容

（左記(A) + (B)により算出）　⇒　企業会計の「当期純損失」に相当

■ 作成目的

　一般会計及び特別会計を合算した財務省の財務状況を開示。

■ 作成方法

■ 各財務書類の表す財務情報

 　貸借対照表

　　資産及び負債の状況を開示。

 　業務費用計算書
　　本年度に発生した費用の状況を開示。

　 資産・負債差額増減計算書

 　区分別収支計算書

■ 業務の概要

　 ☑ 予算の編成   ☑ 租税の賦課徴収
　 ☑ 国庫金の管理運用   ☑ 財政融資資金の管理運用
　 ☑ 金融危機管理の企画・立案   ☑ 国有財産の管理
　 ☑ 国際金融上の諸問題の処理 ・・・　等　　　  

■ 定員数

　 72,732人　（令和4年度 予算定員）

■ 主な財政資金の流れ

　国債整理基金特別会計
　　・・・ 公債等の償還金、利子等の繰入

　独立行政法人及び政府関係機関
　　・・・ 出資及び補給金の支払　等

■ 公債関連情報 （仮定計算により算定）

　▶ 本年度末公債残高   :  587,172億円

　▶ 本年度公債発行額   :      3,592億円

　▶ 本年度利払費         :      3,424億円

参 考 情 報

  配分される額は以下のとおり。
   公債発行対象経費及び歳出決算額の累計額等を基礎として、当省に

省 庁 別 財 務 書 類 に つ い て

　「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成。
　　（省庁内部における取引等を相殺消去）

　　貸借対照表の前年度末資産・負債差額と本年度末資産・負債差額
　　の増減を要因別に開示。

　　歳入歳出決算の財政資金の流れを区分別に開示。

財 務 省 の 業 務 等 の 概 要

貸　借　対　照　表 （単位：十億円）

前年度 4年度 増減 前年度 4年度 増減

＜　資産の部　＞ ＜　負債の部　＞

現金・預金 68,398 67,270 △ 1,128 未払金等 2,577 2,639 62

有価証券 122,992 124,982 1,989 政府短期証券 86,982 86,309 △ 672

未収金等 5,208 5,386 178 国庫余裕金繰替金 29,900 22,600 △ 7,300

貸付金 127,235 128,830 1,595 公債 1,110,702 1,141,147 30,445

貸倒引当金 △ 79 △ 75 4 預託金 29,860 32,588 2,727

有形固定資産 6,892 6,867 △ 24 責任準備金 1,964 1,995 31

出資金 37,987 40,379 2,391 退職給付引当金等 793 777 △ 16

その他の資産 9,993 10,676 682 その他の負債 12,759 12,706 △ 53

負債合計 1,275,539 1,300,764 25,224

＜　資産・負債差額の部　＞

資産・負債差額 △ 896,910 △ 916,446 △ 19,536

資産合計 378,629 384,317 5,688 負債及び資産・負債差額合計 378,629 384,317 5,688

業務費用計算書 （単位：十億円）

前年度 4年度 増減

人件費 595 595 △ 0

退職給付引当金等繰入額 86 85 △ 0

（再）保険費 128 74 △ 54

補助金等 87 86 △ 0

委託費等 118 139 21

交付税及び譲与税配付金
特別会計への繰入

40 50 10

庁費等 207 211 4

公債事務取扱費 22 17 △ 5

減価償却費 106 103 △ 3

責任準備金繰入額 △ 26 31 57

支払利息 6,368 6,368 0

為替換算差損益 △ 7 △ 15 △ 7

公債償還損益 11 15 4

資産処分損益 △ 15 △ 361 △ 346

資産評価損 445 146 △ 298

その他の業務費用 210 333 123

本年度業務費用合計 8,380 7,883 △ 496

資産・負債差額増減計算書 （単位：十億円）

前年度 4年度 増減

前年度末資産・負債差額 △ 857,918 △ 896,910 △ 38,991

本年度業務費用合計（Ａ） △ 8,380 △ 7,883 496

財源合計（Ｂ） △ 37,363 △ 25,634 11,729

租税及印紙収入 67,037 71,137 4,099

他省庁への財源の配賦 △ 109,638 △ 103,668 5,969

その他の財源 5,236 6,897 1,660

無償所管換等 440 17 △ 423

資産評価差額 △ 5,464 △ 4,584 880

為替換算差額 12,460 18,477 6,017

その他資産・負債差額の増減 △ 683 71 754

本年度末資産・負債差額 △ 896,910 △ 916,446 △ 19,536

（参考）　（Ａ）＋（Ｂ） △ 45,743 △ 33,517 12,226

区分別収支計算書 （単位：十億円）

前年度 4年度 増減

業務収支 28,480 30,797 2,317

財源 1,489,172 2,037,102 547,929

業務支出 △ 1,460,692 △ 2,006,305 △ 545,612

財務収支 21,723 16,910 △ 4,812

公債発行等収入 696,406 669,473 △ 26,932

公債償還等支出 △ 674,683 △ 652,563 22,120

本年度収支（業務収支＋財務収支） 50,203 47,707 △ 2,495

余裕金の運用 △ 139 △ 123 16

資金残高等 18,335 19,686 1,351

本年度末現金・預金残高 68,398 67,270 △ 1,128



財務省 ・ 令和 4 年度省庁別連結財務書類 の 概要

■ 作成目的

■ 作成方法

■ 連結の範囲 等

(連結対象法人)

（連結対象法人と財務省の業務関連性）

（連結の基準）

■ 省庁別連結財務書類の留意点

　▶ （独）酒類総合研究所については、財務省から運営費交付金を受
　　けている。

　▶ その他法人については、資本金として政府が出資している。

 信用保険等業務 勘定

　（省庁別財務書類と独立行政法人等を合算し、財務省と独立行政
   法人等の債権債務等を相殺消去）

連結に際しては、連結対象法人の既存の財務諸表を利用し、独立行
政法人などの固有の会計処理について、必要な修正を行った上で
連結している。

　▶ （独） 国立印刷局

財務省が所掌している業務と関連する事務・事業を行っている独立
行政法人等を連結（監督権限及び財政支出の有無により判断）。

　▶  輸出入・港湾関連情報処理センター (株)

　▶ (株) 国際協力銀行

　▶ （独） 酒類総合研究所

　▶ （独） 造幣局

　▶ (株)日本政策投資銀行

省 庁 別 連 結 財 務 書 類 に つ い て

 危機対応円滑化業務 勘定

「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成。

財務省の業務と関連する独立行政法人等を連結した財務状況を
開示。

 国民一般向け業務 勘定

　▶ (株) 日本政策金融公庫

貸　借　対　照　表 （単位：十億円）

省庁ベース 連結ベース 差額 省庁ベース 連結ベース 差額

＜　資産の部　＞ ＜　負債の部　＞

現金・預金 67,270 71,942 4,672 未払金等 2,639 2,727 87

有価証券 124,982 128,088 3,105 政府短期証券 86,309 86,309 －

未収金等 5,386 5,543 156 国庫余裕金繰替金 22,600 22,600 －

貸付金 128,830 147,802 18,971 公債 1,141,147 1,139,444 △ 1,702

貸倒引当金 △ 75 △ 915 △ 839 独立行政法人等債券 － 13,002 13,002

有形固定資産 6,867 7,760 892 借入金 41 1,850 1,809

出資金 40,379 21,875 △ 18,503 預託金 32,588 24,757 △ 7,831

その他の資産 10,676 14,604 3,928 退職給付引当金等 777 927 150

その他の負債 14,660 19,838 5,178

負債合計 1,300,764 1,311,459 10,694

＜　資産・負債差額の部　＞

資産・負債差額 △ 916,446 △ 914,757 1,689

資産合計 384,317 396,701 12,384  負債及び資産・負債差額合計 384,317 396,701 12,384

業務費用計算書 （単位：十億円）

省庁ベース 連結ベース 差額

人件費 595 712 117

退職給付引当金等繰入額 85 100 14

正味支払保険金 － 194 194

（再）保険費 74 74 －

補助金等 86 86 △ 0

委託費等 139 151 11

交付税及び譲与税配付金特
別会計への繰入

50 50 －

庁費等 211 188 △ 23

公債事務取扱費 17 17 △ 0

減価償却費 103 127 23

責任準備金繰入額 31 80 49

支払利息 6,368 6,765 396

為替換算差損益 △ 15 △ 15 －

公債償還損益 15 16 0

資産処分損益 △ 361 △ 358 3

資産評価損 146 14 △ 132

その他の業務費用 333 730 396

本年度業務費用合計 7,883 8,936 1,053

資産・負債差額増減計算書 （単位：十億円）

省庁ベース 連結ベース 差額

前年度末資産・負債差額 △ 896,910 △ 895,050 1,859

本年度業務費用合計（Ａ） △ 7,883 △ 8,936 △ 1,053

財源合計（Ｂ） △ 25,634 △ 24,488 1,145

租税及印紙収入 71,137 71,137 －

他省庁への財源の配賦 △ 103,668 △ 103,668 －

独立行政法人等収入 － 1,379 1,379

その他の財源 6,897 6,663 △ 233

無償所管換等 17 17 －

資産評価差額 △ 4,584 △ 4,526 58

為替換算差額 18,477 18,356 △ 121

その他資産･負債差額の増減 71 △ 129 △ 200

本年度末資産・負債差額 △ 916,446 △ 914,757 1,689

（参考）　（Ａ）＋（Ｂ） △ 33,517 △ 33,424 92

区分別収支計算書 （単位：十億円）

省庁ベース 連結ベース 差額

業務収支 30,797 35,882 5,085

財源 2,037,102 2,041,093 3,991

業務支出 △ 2,006,305 △ 2,005,304 1,000

業務活動によるキャッシュ・フロー － 93 93

財務収支 16,910 16,496 △ 414

公債発行等収入 669,473 666,011 △ 3,462

公債償還等支出 △ 652,563 △ 649,515 3,048

本年度収支（業務収支＋財務収支） 47,707 52,379 4,671

余裕金の運用 △ 123 △ 123 －

資金残高等 19,686 19,687 0

本年度末現金・預金残高 67,270 71,942 4,672

(株)日本政策金融公庫

　（信用保険等業務勘定）

貸付金　… (株)国際協力銀行 ＋15兆5,877億円

出資金　… 相殺消去 △18兆5,030億円

独立行政法人等債券　… (株)日本政策投資銀行 ＋6兆4,360億円

(株)日本政策金融公庫

　（国民一般向け業務勘定）

預託金　… 相殺消去 △7兆8,310億円

(株)日本政策金融公庫

　（信用保険等業務勘定）

支払利息　…　 (株)国際協力銀行 ＋4,600億円

独立行政法人等収入　… (株)国際協力銀行 ＋6,405億円

本年度業務費用合計と財源合計との差額（財源不足） △33兆4,248億円

(株)日本政策金融公庫

　（信用保険等業務勘定）

　貸付による支出　… 相殺消去 ＋2兆1,864億円

預託金の受入による収入　…　 相殺消去 △3兆3,650億円

預託金の払戻による支出　…　 相殺消去 ＋3兆488億円

省 庁 ベ ー ス と の 主 な 相 違

■ 貸借対照表

（資 産）

 （負 債）

（業務収支）

＋7兆27億円

＋7兆761億円

現金・預金　…

借入金　…

（注）省庁ベースは、省庁別財務書類（一般会計・特別会計）を指す。

■ 業務費用計算書

■ 資産・負債差額増減計算書

■ 区分別収支計算書

（左記(A) + (B)により算出） ⇒ 企業会計の「当期純損失」に相当

＋1,944億円正味支払保険金　…　

（財務収支）

＋6兆9,704億円前年度剰余金等受入　…　



財務省 （一般会計） ・ 令和 ４ 年度 省庁別財務書類 の 概要

■ 貸借対照表

 （資　産）

現金・預金 23兆4,533億円 （△3兆2,335億円）

　・・・ 政府預金 23兆2,434億円 （△3兆2,442億円）

出資金 18兆2,875億円 （＋9,954億円）

　・・・ (株)日本政策金融公庫 10兆9,878億円 （△1,410億円）

国債整理基金 18兆7,507億円 （＋3,080億円）

　・・・ 現金・預金 18兆4,420億円 （＋3,674億円）

 （負 債）

公債 （＋34兆2,353億円）

　・・・ 建設国債 297兆4,584億円 （＋3兆7,517億円）

　・・・ 特例国債 708兆9,226億円 （＋30兆9,217億円）

借入金 8兆2,312億円 （△5,881億円）

　・・・ 財政融資資金からの借入 8兆1,898億円 （△5,881億円）

■ 貸借対照表

（資 産）

現金・預金　　　　… 政府預金の減少 △3兆2,442億円

 （負 債）

公債      　　    　 … 建設国債の増加 ＋3兆7,517億円

　                     … 特例国債の増加 ＋30兆9,217億円

■ 業務費用計算書

東日本大震災復興特別会計への繰入の増加 ＋1,440億円

■ 資産・負債差額増減計算書

本年度業務費用合計と財源合計との差額（財源不足） △35兆8,523億円

■ 区分別収支計算書

（業務収支)

　… 前年度剰余金受入の減少 △12兆2,278億円

(財務収支)

　… 公債発行収入の減少 △7兆1,760億円

貸 借 対 照 表 の 主 な 科 目 の 内 訳

（カッコ内は前年度からの増減額）

主 な 増 減 内 容

1,031兆2,089億円

（左記(A) + (B)により算出）　⇒　企業会計の「当期純損失」に相当

■ 作成目的

　財務省の一般会計の財務状況を開示。

■ 作成方法

■ 各財務書類の表す財務情報

 　貸借対照表

　　資産及び負債の状況を開示。

 　業務費用計算書
　　本年度に発生した費用の状況を開示。

　 資産・負債差額増減計算書

 　区分別収支計算書

■ 業務の概要
　 ☑ 予算の編成   ☑ 租税の賦課徴収
　 ☑ 国庫金の管理運用   ☑ 財政融資資金の管理運用
　 ☑ 金融危機管理の企画・立案   ☑ 国有財産の管理
　 ☑ 国際金融上の諸問題の処理 ・・・　等　　　  

■ 定員数

　 72,314人　（令和4年度 予算定員）

■ 主な財政資金の流れ

　対 国債整理基金特別会計
　　・・・ 公債等の償還金、利子等の繰入

　対 東日本大震災復興特別会計
　　・・・ 復興債の償還金　等

■ 歳入歳出決算の概要

　歳入決算

　   収納済歳入額 150兆3,400億円

　 　　   租税及印紙収入　　　 71兆1,373億円

　　  　  公債金　　　 50兆4,789億円

　歳出決算

　   支出済歳出額 25兆7,003億円

　　    　国債費 23兆8,697億円

■ 公債関連情報（仮定計算により算定）

　▶ 本年度末公債残高   :  587,172億円

　▶ 本年度公債発行額　 :　    3,592億円

　▶ 本年度利払費         :      3,424億円

参 考 情 報

　公債発行対象経費及び歳出決算額の累計額等を基礎として、当省
  に配分される額は以下のとおり。

一 般 会 計 省 庁 別 財 務 書 類 に つ い て

　　歳入歳出決算の財政資金の流れを区分別に開示。

財 務 省 の 業 務 等 の 概 要

　「一般会計省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成。

　　貸借対照表の前年度末資産・負債差額と本年度末資産・負債
　　差額の増減を要因別に開示。

業務費用計算書 （単位：十億円）

前年度 4年度 増減

人件費 591 591 △ 0

退職給付引当金等繰入額 86 85 △ 0

補助金等 87 86 △ 0

委託費等 118 139 21

東日本大震災復興特別会計
への繰入

4 148 144

庁費等 200 207 6

公債事務取扱費 14 16 1

減価償却費 105 102 △ 3

支払利息 5,796 5,910 113

為替換算差損益 △ 7 △ 15 △ 7

資産処分損益 △ 16 △ 12 3

資産評価損 414 140 △ 273

その他の業務費用 48 222 174

本年度業務費用合計 7,443 7,622 179

区分別収支計算書 （単位：十億円）

前年度 4年度 増減

業務収支 △ 8,312 △ 5,265 3,046

財源 △ 1,932 △ 3,434 △ 1,501

業務支出 △ 6,379 △ 1,830 4,548

財務収支 33,065 26,609 △ 6,456

公債発行収入 57,654 50,478 △ 7,176

公債償還等支出 △ 24,589 △ 23,869 719

本年度収支（業務収支＋財務収支） 24,753 21,343 △ 3,409

資金残高等 1,933 2,109 176

本年度末現金・預金残高 26,686 23,453 △ 3,233

貸　借　対　照　表 （単位：十億円）

前年度 4年度 増減 前年度 4年度 増減

＜　資産の部　＞ ＜　負債の部　＞

現金・預金 26,686 23,453 △ 3,233 未払金等 2,441 2,487 45

未収金等 4,610 4,667 57 公債 996,973 1,031,208 34,235

貸付金 61 38 △ 23 借入金 8,819 8,231 △ 588

他会計繰戻未収金 0 0 － 退職給付引当金等 789 773 △ 16

貸倒引当金 △ 79 △ 75 4 他会計繰戻未済金 228 184 △ 43

有形固定資産 6,892 6,867 △ 24 その他の負債 5,411 5,282 △ 128

出資金 17,292 18,287 995 負債合計 1,014,664 1,048,169 33,505

国債整理基金 18,442 18,750 308 ＜　資産・負債差額の部＞

その他の資産 1,004 1,267 262 資産・負債差額 △ 939,752 △ 974,911 △ 35,159

資産合計 74,911 73,257 △ 1,653 負債及び資産・負債差額合計 74,911 73,257 △ 1,653

資産・負債差額増減計算書 （単位：十億円）

前年度 4年度 増減

前年度末資産・負債差額 △ 893,246 △ 939,752 △ 46,506

本年度業務費用合計（Ａ） △ 7,443 △ 7,622 △ 179

財源合計（Ｂ） △ 38,923 △ 28,229 10,693

租税及印紙収入 67,037 71,137 4,099

他省庁への財源の配賦 △ 109,398 △ 103,295 6,102

その他の財源 3,437 3,928 491

無償所管換等 211 85 △ 126

資産評価差額 332 536 204

その他資産・負債差額の増減 △ 682 71 754

本年度末資産・負債差額 △ 939,752 △ 974,911 △ 35,159

参考　（Ａ）　＋　（Ｂ） △ 46,366 △ 35,852 10,514
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